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1. はじめに 
 過疎化が進行する中山間地域では、自動車を利用

できない高齢者の生活交通を確保するために様々な

取り組みがなされている。中山間地域は一般的に低

密度型居住であり、その地形条件や過疎化の進行度

合いによって、交通需要は対象地区によって大きく

異なってくる。このような過疎地域における高齢者

対応型の交通機関は、広域的に運行する路線バスか

ら、週に 2回程度のデマンドタクシーまで幅広く適
用されている状況である。提供する交通のサービス

水準は各自治体が決定することとなるが、サービス

水準によっては需要の潜在化も考えられ、的確な高

齢者対応型交通機関の計画に当っては、精緻な需要

予測システムの構築が不可欠である。 
本研究では、高齢者対応型の交通計画に向けて、

交通機関のサービス水準に応じた利用者数が予測可

能な利用頻度モデルを構築することを目的とする。 
 

2. 高齢者対応型交通機関の利用頻度モデル 

(1) 利用頻度予測モデルの考え方 

 高齢者対応型交通機関の利用頻度モデルに関する

既往研究を見ると、新田ら 1)はOrdered Logit Model
を適用した利用頻度選択モデルと数量化理論第Ⅰ類

を適用した利用頻度増加モデルから構成されるモデ

ルを構築している。しかしながら、利用頻度増加モ

デルは、増加意向の意識データを用いたものであり、

交通サービス水準と交通行動の関係を論理的に記述

したものではない。 
 本研究では、利用頻度モデルを意思決定者が以下

のような二つの関連する選択に直面している状況を

記述する離散-連続選択状況を考える。 
① 高齢者対応型交通機関を利用するか否かとい

った離散的な選択確率 
② 利用するならば、1 ヶ月間にどの程度利用す
るかといった連続的な需要関数 

このような離散連続モデルを適用した研究として 

 
は、室町ら 2)は買物目的地選択と買物頻度の選択問

題に適用して、交通施設整備と買物誘発交通の分析

を行っている。また、森杉ら 3)は地域間旅客需要を

対象にして目的地・交通機関選択と総旅客需要量を

分析している。森川ら 4)は観光日数選択と旅行タイ

プ選択モデルに適用して、観光交通発生量の分析を

行っている。 
 
(2) 離散連続モデルの導出 

 本研究で構築する利用頻度予測モデルは、あるサ

ービス水準で運行する高齢者対応型交通機関を利用

するか否かの離散選択を行った上で、利用する層に

対して連続選択である 1ヶ月の利用頻度を算出する
ものである。交通機関の選択と利用頻度の同時決定

が、古典的な消費者行動理論に基づくものとした場

合、ロワの恒等式を適用して、間接効用関数に基づ

き需要関数が導出できる。間接効用関数 Yは、所与
の価格と予算のもとで直接効用を最大化する量が選

択された後、所与の価格と所得のもとで消費者が得

られる効用である。ロワの恒等式は、「財の需要は間

接効用関数の財の価格に関する偏微分と間接効用関

数の予算に関する偏微分の比の負に等しい」ことを

示したものであり、式(1)のように表される 5)。 
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 次に具体的に交通機関利用と利用頻度モデルを対

象として、条件付間接効用関数を設定する。一般的

な消費者行動理論では、財の選択に関しては価格や

予算に依存するものと仮定されている。筆者らの研

究では、過疎地域における交通機関利用においては、

コストよりも時間的な制約が大きいことが確認され

ており、予算は可処分時間に、価格は一般化時間（各

種交通費用を時間に換算したもの）に置き換えて定

式化を行うこととする。対象とする交通機関を利用

するという条件付間接効用関数を式(2)とする。 
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ここで、Pi：一般化時間（交通 LOS を時間換算し
たもの）、ｙ：可処分時間、ｗi：他の説明変数、α,
β,γ,Ψ：パラメータ、η：意思決定者の観測され
ない特性の関数、εi：観測されない特性の関数 
 条件付需要関数は、式(3)の線形関数で表現できる。 
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 選択確率は、誤差項にガンベル分布を仮定するこ

とによってロジットモデルとなる。 
 以上のように導出した各モデルの推計に当っては、

多くの手法が提案されており、今後実際のデータを

適用した実証分析を行うことが必要である。 
 
3. バス利用に及ぼす LOS の影響 

 高齢者対応型交通機関の計画に当っては、従来の

通勤・通学のような交通とは異なり、身体的制約条

件や低水準の交通サービス条件に抑制されて潜在化

した交通需要を考慮することが必要となる。潜在需

要を考慮した需要予測モデルにおいては、バス停ま

での距離が遠くなると料金がいくら安くても利用で

きないといったように、各交通サービス要因間の関

係を非補償ルールに基づいて表現することが必要で

ある。ここでは、交通サービスの各要因の水準に対

して、ある閾値で効用の増分の変化を考慮できる非

補償型モデルを適用する 6)。具体的には、各交通サ

ービス要因に対して、例えば「バス停までの距離」

に対する歩行限界距離のような閾値によって効用の

増分（パラメータ値）が変化する効用関数を考える。

ある要因が閾値を侵した場合の効用の変化が線形で

あると仮定すると、最適解での選択状況における要

因と評価の関係は、下式で示すことができる。 
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( ) ikiik Z/ZPP ∂∂=′  
ここで、P*ip：交通機関 iの最適解での一般化時間、
Zik：交通サービス要因 kの水準値、θk：要因 kの
効用増分が変化する閾値、δ*：最適解での交通機関
iの選択ダミー 
一般化時間 Pi(Z)がベクトルλに重み付けられた

属性から構成されていると仮定すると、式(6)のよう
に単純化できる。 
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 図１はバス停までの距離を例に式(6)の関係を示
したものである。式(6)の関係を式(3)に取り込むこと
によって交通サービス水準による潜在需要（利用頻

度）が考慮できる。 
 
 
 
 
 
 

図１ 閾値による効用の増分変化の例 

 
4. おわりに 
本稿では、過疎化が進行する中山間地域における

高齢者対応型交通機関の利用頻度モデルに対して離

散連続モデルを適用することを提案した。また、交

通サービス水準の制約によって交通需要が潜在化す

ることを表現するために、サービス水準の閾値によ

って効用の増分の変化を考慮できる非補償型効用関

数の適用を提案した。具体的なデータを用いた推計

手法を含む実証分析に関しては、発表時に報告する

予定である。 
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